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要 旨 

2016 年 12 月 28 日 21 時 38 分に発生した茨城県北

部の地震（M6.3）に伴い，茨城県常陸太田市の電子

基準点「里美」が西南西方向に約3cm移動するなど，

茨城県及び福島県内の複数の電子基準点で地殻変動

が観測された． 

だいち 2 号が 12 月 29 日に緊急観測した合成開口

レーダー画像の解析結果によると，震源から北北東

の範囲で最大約 27cm の沈降又は西向きの地殻変動

が見られた．今回の地震は電子基準点の空白域で発

生し，地震に伴う地殻変動が生じた範囲が比較的狭

かったため，地殻変動の詳細は，だいち 2 号の解析

結果によってはじめて明らかになった．また,この地

震は，翌日に開催された地震調査委員会の臨時会に

緊急観測の結果を提出した初めての事例となった． 

これらの地殻変動をもとに，断層面 2 枚で仮定し

た震源断層モデルを構築した．検出した地殻変動と

構築した震源断層モデルは，政府の行う地震活動の

評価や国土地理院が行う測量成果改定の検討に用い

られた．また，SAR 干渉画像に現れた位相不連続箇

所で現地調査を行い，地表変位を確認した． 

 

1. はじめに 
2016 年 12 月 28 日 21 時 38 分に茨城県北部の深さ

約 11km で M6.3 の地震が発生し，茨城県高萩市で震

度 6 弱，日立市で震度 5 強を観測したほか，関東地

方を中心に東北地方から中部地方にかけて震度 5 弱

から 1 を観測した．この地震は，東北東－西南西方

向に張力軸を持つ正断層型であり，平成 23 年（2011

年）東北地方太平洋沖地震の余震域で起きた．震央

付近では，2011 年 3 月 19 日に最大震度 5 強を観測

した M6.1 の地震が発生しているが，震央近傍に地

震調査研究推進本部が長期評価を行っている主要な

活断層はない（地震調査研究推進本部地震調査委員

会，2016a）． 

今回の地震では，国土地理院が運用する GNSS 連

続観測システム（以下「GEONET」という．）及び陸

域観測技術衛星 2 号「だいち 2 号（ALOS-2）」が翌

日に緊急観測した SAR データにより地殻変動を捉

えた．国土地理院は，検出した地殻変動情報を翌日

に開催された地震調査委員会の臨時会に速やかに報

告した（地震調査研究推進本部地震調査委員会，

2016b）． 

本稿では，茨城県北部の地震に伴い GEONET 及び

SAR 干渉解析により観測された地殻変動とそれら

をもとに構築した震源断層モデル及び SAR 干渉画

像の位相不連続箇所の現地調査の結果について報告

する． 

 

2. GEONET が捉えた地殻変動 
2.1 GEONET 解析結果による地殻変動 

国土地理院では，顕著な地震活動が発生した場合，

電子基準点を用いた GEONET の解析結果に基づき

地殻変動を把握し，その結果を公表することとして

いる．全国約 1,300 箇所の電子基準点の座標値は,

最新の衛星の軌道情報（暦）の公開に合わせて定常

的に解析されている．GEONET の定常解析には，最

終解（F3），速報解(R3），迅速解（Q3）の 3 つの種

類がある（中川ほか，2009）．このうち，最終解（F3）

及び速報解(R3）は 24 時間の観測データを単位とし

た解であるが，迅速解（Q3）は 6 時間の観測データ

を単位とし，3時間ごとに 1回算出される解のため，

迅速性が重要となる地殻変動監視には適したもので

ある（矢来ほか，2016）．茨城県北部の地震の発生後，

これまでの地震の場合と同様に定常解析（速報解

(R3）及び迅速解(Q3））により地殻変動を求めた． 

現所属：1測地観測センター，2関東地方測量部，3総務部 
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2.2 定常解析結果 

12 月 29 日，茨城県北部の地震に伴う地殻変動を

把握するため，地震前（12 月 21 日から 27 日の 7 日

間）の速報解（R3）と地震後（12 月 29 日 0 時～6 時

までの 1 セッション）の迅速解（Q3）を用いて第 1

報として地震前後の地殻変動を求めた． 

その後も逐次速報解（R3）を用いた地殻変動を求

め，2017 年 3 月 22 日には地殻変動を精査するため，

最終解（F3）を用いて地震前（12 月 21 日から 27 日

の 7 日間）を基準とした，地震後（12 月 29 日から

1 月 4 日の 7 日間）の地殻変動を同様に求めた．こ

の結果を図-1 に示す．GEONET で捉えた地殻変動は，

地震調査委員会が公表している東北東－西南西方向

に張力軸を持つ正断層型という発震機構と整合して

いる． 

 

 

 

3. SAR 干渉解析による地殻変動 
3.1 だいち 2 号 

宇宙航空研究開発機構（JAXA）は，2011 年まで

運用された陸域観測技術衛星「だいち（ALOS）」の

後継となる SAR 専用衛星，だいち 2 号を 2014 年 5

月に打ち上げた（JAXA，2014）． 

だいち 2 号は，だいちの運用経験を活かして様々

な改善がなされ，回帰日数が 46 日から 14 日へと短

くなることで，観測頻度が増加している．また，衛

星の進行方向に対して電波照射方向を左右に切り替

えることが可能になったことで，発災後の迅速な観

測が可能となった．さらに，軌道がより精密に制御

されるようになったことで，垂直基線長（2 回の観

測間での衛星の位置のずれ）が短くなり，同一の軌

道から比較を行う SAR 干渉解析に適したデータが

増加した．これらのことから災害発生範囲の撮影を

可能とする緊急観測の迅速性が向上した．また，セ

ンサの改善によって空間分解能が向上したことで，

詳細な地殻変動の把握が可能になった（上芝ほか，

2016）． 

 

3.2 地震予知連絡会 SAR 解析ワーキンググループ 
国土地理院と JAXA は，だいち 2 号のデータを用

いた地理空間情報の整備と高度利用を連携して推進

することを目的として，2014 年 4 月 7 日に協定を締

結した（森下ほか，2015）．この協定では，JAXA が

実施する防災利用実証実験の一つである地震予知連

絡会 SAR 解析ワーキンググループ（以下「地震 SAR

解析 WG」という．）の設置について規定している．

国土地理院は，地震 SAR 解析 WG の事務局として，

国内の大学・研究機関等の実験協力者の課題・活動

内容等を取りまとめ，地震発生時に実験協力者が提

案する緊急観測を JAXA へ要請する役割を担ってい

る．JAXA は，地震 SAR 解析 WG からの提案に対

し，観測の可能性を検討し，可能と判断した場合は

観測を実施してWGメンバーに観測データを提供す

る（三浦ほか，2016）． 

 

3.3 緊急観測要求とだいち 2 号による緊急観測 

国土地理院は，地震発生 1 時間後に地殻変動シミ

ュレーションを行い，だいち 2 号の観測によって地

殻変動の検出が想定されることを確認した． 

その 15 分後には，地震 SAR 解析 WG の事務局と

して，SAR 干渉解析が可能な観測の実施を WG メン

バーに打診し，地震発生から 2 時間 10 分後には，翌

日 29 日の緊急観測を JAXA に要請した．JAXA は，

この緊急観測を認め，29 日 11 時 42 分頃に観測が実

施された（表-1）． 

 

3.4 SAR 干渉解析 
国土地理院は，緊急観測の 40 分後に SAR データ

 

表-1 だいち 2 号による緊急観測と解析ペア 

観測日時

（JST） 

アーカイブ 

画像 

取得間隔 衛星進

行方向

電波照

射方向

観測モード 入射角 

（画像中心） 

垂直基線長

12/29 11:42 2016/11/17 42 日間 南行 右 
高分解能

（3m） 
36.3° +28m 

図-1 定常解析（最終解 F3）による茨城県北部の地

震に伴う地殻変動（水平成分）． 

赤色の★は震央を示す． 
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を取得して速やかに SAR 干渉解析を開始し，観測の

約 2 時間後に SAR 干渉画像から地殻変動を確認し

た．SAR 干渉解析において，地形縞を除去するため

の標高データ（DEM）は「GSI10mDEHMJapan」（飛

田，2009）を使用した．SAR 干渉画像に電子基準点

の変動ベクトルを重ねた地殻変動の空間分布図を図

-2（a）に示す．さらに，今回の解析結果と 2011 年 3

月 19 日に発生した地震（M6.1）時の SAR 干渉画像

の比較を図-2（b-1）（b-2）に示す．これらの画像か

ら次の知見が得られた． 

・北茨城市市街地から西約 10km の位置に，最大約

27cm の衛星から遠ざかる向き（沈降又は西向き）

の変動が見られる．その北東側では，最大約 6cm

の衛星に近づく向き（隆起又は東向き）の変動が

見られる． 

・最大の変動が見られる領域では，変位の不連続が

約 2km の長さにわたって見られる． 

・変動は，電子基準点による地殻変動観測の結果と

おおむね整合している． 

・変動領域は，2011 年 3 月 19 日に発生した地震

（M6.1）で観測された地殻変動とほぼ同じである． 

特に，変位の不連続の位置は同じ場所に見られる． 

今回の地震の震源は，配点間隔 20～25km の電子

基準点の間に位置し，地殻変動が比較的狭い範囲で

生じたため，電子基準点の観測のみからは詳細な地

殻変動を観測することはできなかった．一方，だい

ち 2 号の SAR 干渉画像は，電子基準点の空白域にお

いても地殻変動を確実に捉えられることから，地震

のメカニズムを解明する上で貴重な情報となった． 

 

4. 震源断層モデル構築 
SAR 干渉画像及び GEONET データをもとに，震

源断層モデルを構築した．ここでは，12 月 29 日に

観測された南行軌道の SAR 干渉画像を用いた．SAR

干渉画像から，深部の断層滑りに加えて，震源領域

の北東部においてごく浅部の滑りが示唆されること

から，本モデル計算では断層面を 2 枚仮定した．断

層滑りは，半無限弾性体中の矩形断層面上の一様滑

りを仮定し（Okada, 1985），Simulated Annealing 法に

より各断層パラメータを推定した（Kobayashi et al.， 

2012）． 

浅部断層面の走向角は，SAR 観測による変位不連

続の方向（130°）に固定し，断層長は変位不連続線

の長さ（約 2km）に強く拘束した．他のパラメータ

に関しては，拘束をほとんどかけずに探索した．図

-3 に推定された断層面の地上投影位置（白枠）を，

表-2 に推定された断層パラメータを示す．矩形断層

一様滑りを仮定した比較的単純なモデルだが，SAR

及び GNSS の観測値をよく説明している（図-3，図

-4）．図-5 に，モデルの概念図を示す．得られた震源 

× 震央 

(b-2) (b-1)0.9cm 

1.8cm

2.5cm 

960581 
⾥美 

950214
北茨城 

020946 
いわき 4 

衛星進⾏⽅向

電波照射⽅向

(a) 

電波照射⽅向電波照射⽅向

変位の不連続 
1cm 

衛星進⾏⽅向衛星進⾏⽅向

図-2 干渉 SAR 解析から得られた地殻変動 
(a)2016 年 12 月 28 日に発生した地震(M6.3)に伴う地殻変動全域を示す SAR 干渉画像（2016/11/17～ 
2016/12/29） 
(b) 2011 年 3 月 19 日の地震(M6.1)と 2016 年 12 月 28 日の地震(M6.3)に伴う顕著な地殻変動域の比較 
(b-1) 2011 年 3 月 19 日の地震の SAR 干渉画像（2010/11/20～2011/4/7） 
(b-2) 2016 年 12 月 28 日の地震の SAR 干渉画像（2016/11/17～2016/12/29） 

0.7cm 

07S069 
S 高萩 
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図-3  SAR 干渉解析から得られた地殻変動

図-4 （左）震源断層モデルから計算された地殻変動 （右）残差 

図-5 震源断層モデルの概念図
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表-2 推定された断層パラメータ

断層 緯度 

[°] 
経度 

[°]

深さ 
[km] 

長さ

[km]
幅

[km]
走向 

[°]

傾斜 

[°]

滑り角 

[°] 
滑り量 

[m] Mw

１ 140.604
（0.003） 

36.817 
(0.005) 

2.1 
(0.4) 

8.0
(0.9)

4.2
(0.9)

162
(5)

50
(6)

−72 
(12) 

0.7 
(0.3) 5.83

２ 140.605 
（0.002） 

36.825 
(0.002) 

0.1 
(0.0) 

2.1
(0.1)

2.4
(0.4)

130
59

(11)
−102 
(32) 

0.4 
(0.1) 5.15

計          5.85

緯度・経度は断層の左上端を示す．（ ）内の数値は標準偏差 
 

断層モデルの主な特徴として，①南西傾斜の断層面

（傾斜角 50～60°），②北北西（北西）－南南東（南

東）方向の走向，③正断層型の断層運動，④最大変

位域の直下のごく浅部に局所的な滑り，等が挙げら

れる．2011 年 3 月 19 日に発生した地震（M6.1）で

推定された震源断層モデルの特徴と類似点が多い

（Kobayashi et al., 2011; Kobayashi et al.,2012）． 

また，震源断層の周囲で余震活動が活発な点も，

この地震の特徴として挙げられる（図-3）．以上の結

果は，第 300 回地震調査委員会（平成 29 年 1 月 13

日）及び第 214 回地震予知連絡会（平成 29 年 2 月

20 日）に報告された． 

 

5. 解析結果の活用と公表 
5.1 地震調査委員会での活用 

GEONET 定常解析と SAR 干渉解析の結果は，地

震発生翌日の 12 月 29 日 15 時に開催された政府の

地震調査研究推進本部第 299 回地震調査委員会臨時

会に提出され，その一部は地殻変動の大きさと方向

の評価において地震活動の評価文に引用された．こ

れは，だいち 2 号の運用開始以降，緊急観測による

SAR 干渉解析の結果が，地震発生翌日の地震調査委

員会で活用された初めての事例である．だいち 2 号

は，だいちより分解能，観測可能域，データ提供時

間などが改善しており，特に災害対応に直結する緊

急観測の機動性とデータ伝送速度の向上は，観測要

求・緊急観測・解析結果公表までの時間短縮に寄与

した．2017 年 1 月 13 日に開かれた定例の第 300 回

地震調査委員会でも，震源断層モデルが地震の評価

文に引用された（地震調査研究推進本部地震調査委

員会，2017）．このことから，だいち 2 号の SAR 干

渉画像は，GEONET による地殻変動と同様に地震活

動の評価に不可欠なものとなっている． 

 

5.2 基準点測量成果改定の検討 

国土地理院では，地震に伴う顕著な地殻変動によ

って，基準点測量成果を公共測量等に使用できなく

なることが想定される場合，当該地域の基準点測量

成果の公表を停止し，測量成果の改定を行ってきた．

基準点測量成果の公表停止にあたっては，GEONET，

SAR 干渉解析及び震源断層モデルから推定される

地殻変動の規模と範囲に基づいて，公共測量への影

響を考慮した上で，停止範囲を検討してきた（檜山

ほか，2017）．今回，SAR 干渉解析に基づく震源断層

モデルが三角点の成果公表停止域の検討において大

きな役割を果たしたので，以下ではその概要につい

て述べる． 

図-2（a）に示したとおり，茨城県北部の地震は電

子基準点の空白域で発生し，その変動域の空間スケ

ールは電子基準点の点間距離よりも小さかった．そ

のため，地震発生域近傍にある三角点の変動を電子

基準点によって把握することは困難であった．また，

今回の地震発生後，SAR の緊急観測は一度しか行わ

れなかったため，SAR の観測だけで地震に伴う上下

変動と水平変動を同時に得ることはできなかった．

そこで水平変動と上下変動の推定値を同時に得るた

め，4.で述べた SAR 干渉画像と GEONET データに

基づく震源断層モデルを適用することで，測量成果

公表を停止する基準点の検討を行うこととした． 

震源断層モデルの結果から，いずれの三角点も水

平変動が5cmを上回ることはないことが推定された．

一方，上下変動については三角点 2 点で 20 cm 程度

の変動が見込まれた．基準点測量成果改定の目安は，

測量成果との較差が水平成分 10 cm，高さ成分 20 cm

以上とされており，それに加えて公共測量への影響

を考慮することとされている．水平変動が最大で

5cm 未満であるという震源断層モデルの結果に加え，

三角点 2 点が山間部に位置しており，公共測量への

影響が小さいことを鑑み，三角点の測量成果につい

ては，公表停止及び改定の必要はないと判断した． 

 

5.3 国土地理院ウェブサイトでの公表 

SAR 干渉解析結果，GEONET の速報解（R3）及び

迅速解（Q3）から求めた地殻変動は，12 月 29 日に

国土地理院ウェブサイトに掲載した． 

（http://www.gsi.go.jp/BOUSAI/H28-ibaraki-earthquak 

e-index.html） 
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さらに，最終解（F3）から求めた地殻変動の結果

（図-1）についても，3 月 22 日に掲載した． 

（http://mekira.gsi.go.jp/catalogue/pdf/20161228_2138. 

pdf） 

 

6. 現地調査 

SAR 干渉画像に現れた変位の不連続箇所及び変

位の急変帯において，地表地震断層等の地表変位が

生じているか否かを確認するため，2017 年 1 月 10

日に現地調査を実施した．現地調査は図-6 に示した

A～H の 8 地点で実施した． 

地点 A～C は，北西－南東走向の明瞭な変位の不

連続箇所，地点 D～H は北北西－南南東走向の変位

の不連続または急変帯に位置する．各地点での調査

結果を以下に記す． 

 

 

 

地点 A は，北西－南東走向の変位の不連続の北端

付近に位置するが，植林地であり人工構造物が無っ

たため，地表変位は確認できなかった．最近倒れた

と思われる樹木を確認し，付近の住民に聞き取り調

査を実施したが，いつ倒れたのかは不明であった． 

地点 B は，高萩市持山集落へつづく道路と変位の

不連続が交差する地点で，アスファルト道路上に 2

本の新鮮な開口亀裂を確認した（写真-1（a））．亀裂

の走向は N35°W，開口幅 3～8cm，上下変位量（南

西落ち）が最大 3cm（写真-1（b））で，亀裂の延長線

上の林地内（写真-1（a）に写っている人物の足許）

にも同走向の開口亀裂を確認した．これらの変位の

向きは，SAR 干渉画像で検出された変位の特徴と調

和的である．なお，この地点の地表変位は，佐藤・

八反地（2017）や小俣・杉田（2017），粟田・吾妻（2017）

でも報告されている． 

地点 C では，アスファルト道路路肩部において新

鮮な開口亀裂を確認した（写真-1（c））．亀裂の走向

は N40°～50°W で SAR 干渉画像の変位の不連続の

走向と調和的だが，北東側が沈下しており，路肩の

重力性変形によると推察された． 

地点 D は，北北西－南南東走向の変位の不連続と

県道が交差する地点であり，新小山橋の西詰付近で

交差している．現地調査の結果，新小山橋西詰にお

いて，橋のつなぎ目の上下変位（3～5cm の西落ち）

と上下変位に伴う欄干接合部の伸び（最大 10cm）を

確認した（写真-1（d），（e））．その西側のアスファル

ト道路及び歩道縁石においては，開口亀裂群（走向

N20°～25°W，開口幅 0.5～2cm，上下変位無し，一部

は 3cm の右横ずれ）を確認した（写真-1（f））．これ

らの変位の向きは，SAR 干渉画像で検出された変位

の特徴と調和的である．なお，この地点の地表変位

は，佐藤・八反地（2017）や小俣・杉田（2017），粟

田・吾妻（2017）でも報告されている． 

地点 E は，未舗装林道と変位の急変帯が交差する

箇所であったが，明瞭な地表変位は確認できなかっ

た．ただ，粟田・吾妻（2017）は同地点において，

走向北－南ないし北北西－南南東，開口幅数 mm の

開口断裂を報告している． 

地点 F は，やや広がりを持った変位の急変帯と砂

利舗装の林道が交差する地点であり，新鮮で大規模

な開口亀裂が複数地点で確認された（写真-1（g））．

ただ，これらの開口亀裂は林道とほぼ並行する亀裂

が大半であり，斜面下方側が沈下していること，ま

た，それらの走向がバラバラであることから，いず

れも重力性変形によると推察された． 

地点 G は，やや広がりを持った変位の急変帯と若

栗トンネルが交差する地点であるが，若栗トンネル

内（南西口から約 26m 地点）において，トンネルの

つなぎ目及び歩道に，トンネルと直交方向（北西－

南東走向）の新鮮な開口亀裂を確認した（写真-1（h））．

開口幅は 1cm 弱，上下変位量（南西落ち）が約 1cm

（写真-1（i））であった．なお，トンネル内にはいく

つかの古い亀裂も見られたが，今回確認した亀裂は

図-6 地表変位の現地調査地点．地点 A～H のうち，

赤字は SAR 干渉画像における変位と調和的な

地表変位が確認できた地点，黒字はその他の

地表変位が確認できた地点，灰色字は地表変

位が確認できなかった地点を示す．黒矢印間

が変位の不連続区間，白抜き矢印間が変位の
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写真-1 現地調査結果 

（a）地点 B で確認したアスファルト道路の開口亀裂（黄色矢印間） 

（b）地点 B で確認したアスファルト道路の開口亀裂の上下変位 

（c ）地点 C で確認したアスファルト道路路肩部の重力性変形に伴う開口亀裂（黄色矢印間） 

（d）地点 D で確認した橋梁つなぎ目の上下変位とそれに伴う欄干接合部の伸び 

（e）地点 D で確認した橋梁つなぎ目縁石の上下変位 

（  f ）地点 D で確認したアスファルト道路及び歩道縁石の開口亀裂群の一部（黄色矢印間） 

（g）地点 F で確認した林道の重力性変形に伴う開口亀裂の一部 

（h）地点 G で確認したトンネルつなぎ目の開口亀裂（黄色矢印間） 

（  i  ）地点 G で確認したトンネル内歩道の上下変位（南西落ち）を伴う開口亀裂 
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かなり新しいものであり，今回の地震で生じたもの

と推察した． 

地点 H 付近では，変位の急変帯の幅がだいぶ広が

っており，それと交差する県道では特に明瞭な変位

は確認できなかった． 

以上の現地調査結果から，地点 B，D，G の変位

は，走向，変位の向きなどはいずれも SAR 干渉画像

から推定される地表変位と調和的であり，SAR 干渉

画像で捉えられた変位の不連続及び急変帯では，数

cm レベルの上下変位が生じたと考えられる．ただし，

変位量が小さく，調査地点以外への連続性も十分に

確認できていないことから，地下の断層の変位がそ

のまま地表に現れた地表地震断層であるかどうかは

定かではない． 
 

7. まとめ 

2016 年 12 月 28 日 21 時 38 分に茨城県北部で発生

した M6.3 の地震に伴い，震源に近い電子基準点「里

美」や「北茨城」で 2～3cm の地殻変動が観測され

た．震源が電子基準点の空白域に位置したことや変

動域の空間スケールが電子基準点の点間距離より小

さかったことから GEONET では震央近傍の地殻変

動を把握することは難しかったが，だいち 2 号の

SAR 干渉画像から，変動範囲と最大変位の箇所，地

表変形箇所の把握が可能となった． 

GEONET と SAR 干渉画像から得た地殻変動とそ

れに基づいて推定した震源断層モデルは，政府の地

震調査委員会において地震活動の評価に活用され，

国土地理院でも地殻変動の著しい三角点の測量成果

公表停止及び改定の判断に用いられた．SAR 干渉画

像に現れた変位の不連続箇所及び急変帯を 8 地点で

現地調査したところ，3 地点で SAR 干渉画像から推

定される地表変位と調和的な変位が確認でき，全体

として数 cm レベルの上下変位が推測されたことか

ら，地震に伴う地表変位の把握において干渉 SAR が

一定程度の有用性を示すことが再確認された． 
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